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問題の所在

本稿は、国際的に問題となっている標準規格必

須特許（以下、単に「必須特許」ということがあ

る）に係る特許権行使（差止請求権行使および損

害賠償請求権行使）に対する制限のあり方を、

アッフ。ル対サムスン知財高裁大合議事件、すなわ

ち、知財高判平26・5・16判時2224号146頁（本誌
65号83頁参照）（以下、単に「大合議判決」と呼ぶ

ことがある）、知財高決平26・5・16判時2224号
89頁（本誌65号84頁参照）（以下、単に「大合議決

定」と呼ぶことがある）を素材として検討するも

のである 1）。

必須特許の特許権者による権利行使を無制限に

許容すると、標準規格に準拠した事業を行おうと

する事業者は、すでに関係特殊的投資を行ってい

る場合、事業の継続が困難になって、その後の企

業経営に大きな悪影響が及ぶこととなり、また、

標準規格の普及それ自体に対する大きな回害要因

になる可能性もある。権利行使を受けたー企業の

利益のみならず、社会的に有用な標準規格の普及

が妨げられることにより、社会や経済、公衆の利

益にも多大な影響を及ぼすことになるのである。

そこで、このような問題に対処するため、標準化

団体では、パテントポリシーを制定し、標準化の

参加者に対し、必須特許（出願を含む）の開示
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（標準化予定技術に特許権が成立していることま

たは特許出願中であることを知悉した者は、それ

を標準化作業の場に報告する）と、 FRAND条件

でのライセンス（標準化作業の場に報告された特

許権を保有する者は、当該技術が標準化されたと

き、自身の特許権をどのような条件でライセンス

するかを宣言する。ただし、特許権を有償でライ

センスする場合には、「公平、合理的かっ非差別的

な条件」（Fair,Reasonable and Non-Discriminator? 

Terms）でライセンスすることを宣言すること）

などを求めるようになった。開示義務やFRA1'-1D

ライセンス義務などは、特許権者による窓意的な

権利行使から、他の標準化参加企業を保護すると

ともに、標準規格の社会への普及促進という公益

を保護する重要な機能も担っているのである。こ

のような重要な義務が課されている特許権者が、

標準化技術の利用者に対して権利行使をするとき、

当該権利行使は制約を受けなければならないのか、

受けなければならないとしてその理論構成をし、か

に考えるべきか、これが、本稿で検討する問題で

ある。

2 FRAND宣言に基づくライセンス

契約の成否一一FRAND宣言の法

的性質

(1）緒論

1) この判決では、傍論ではあるものの、消尽に関する極めて重要な判示がなされている。しかし、本稿では、紙幅の都合上、この

論点は省略する。消尽に関しては、田村善之「FRAXD宣言をなした特許権に基つ‘く権利行使と権利濫用の成否(1)ーアップJレジャパ

ン対三星電子事件知財高裁大合議判決」 NBL1028号30頁以下を参照。

Law and Technology No.66 2015／ト 1



論説・解説／ FRAND宣言のされた標準規格必須特許に係る特許権行使

一一アップル対サムスン知財高裁大合議事件を素材として一一

まず、 FR必mライセンス義務に関連して、必
須特許に係る特許権者がFR心叩宣言をした場合、

特許権者と、標準化技術を利用しようとする者と

の聞に、いかなる法的関係が構築されるのかとい

う問題を検討する。これは、標準化団体との合意

に違反した特許権者による権利行使に対し、標準

化技術利用者は、いかなる法的根拠によって、

FRA.1'¥JD宣言の条項（以下、「FR.必JD条項」とい

う）を援用することができるのかを明らかにする

ための前提となる。

(2）大合議判決の立場

大合議判決は、本件における FRA.J¥1D宣言に

よって本件特許権のライセンス契約が成立するも

のではなく、標準化技術利用者は当然に実施権を

取得するわけではないと判示した 2）。その際、判

旨は、当事者が主張した2とおりの法的構成に対

し、これらをともに否定している。一つは、①特

許権者・標準化技術実施者聞の（直接的な）ライ

センス契約締結であり、 FRJ凶 D宣言を、特許権

者によるライセンス契約締結の申込み、相手方に

よる被疑侵害製品の輸入販売の開始を、標準化技

術利用者による契約締結の承諾とする構成である。

もう一つは、②FR心m宣言をもって、特許権者
（諾約者）と標準化団体（要約者）の聞の第三者の

ためにする契約（標準化技術利用者が受益者）と

構成するものである。

(3) FRAND宣言によるライセンス契約の成

否一一実施権発生の有無

この後者の理論構成は、以前から学説で唱えら

れていたものでもある 3）。特許権者（諾約者）と

標準化団体（要約者）との聞の契約により、当該

契約から生じる権利（これが、通常実施権そのも

のか、ライセンス契約締結に向けて誠実に交渉す

ることを請求する権利にとどまるかは、 FRA.J¥1D

条項の文言等から判断されるとする）を、第三者

たる標準化技術利用者（受益者）に直接帰属させ

ると構成する考え方である。この主張には説得力

があるものの、問題となるのは、第三者による受

益の意思表示（民法537条2項）である。田村説

では、「たとえば、標準化技術を利用するという申

込みを標準化機関に対して示した段階で、受益の

意思表示があったと評価することも十分に可能で

ある」と論じられている。しかし、標準化技術を

利用しようとする者は、パテントポリシー上、必

ずしも標準化団体に対し利用の申込みまたは通知

等をすることが求められていないようであり、こ

の説明は成り立たないようにも思われる。この問

題に対しては、承諾の意思表示に関する民法526

条2項を活用することにより対処することができ

るかもしれなし、。同項によれば、「申込者の意思

表示又は取引上の慣習により承諾の通知を必要と

しない場合には、契約は、承諾の意思表示と認め

るべき事実があったときに成立する」。標準化技

術を利用しようとする者が、標準化団体に対する

利用申込み等を行うことが求められていない現状

では、その種の意思表示が不要であるとの取引上

の慣習がすでに成立していると考えることもでき

る。それゆえ、民法526条2項を類推適用し、標準

化技術利用者による利用行為の開始という事実行

為をもって、受益の意思表示があったと構成する

ことも可能ではなかろうか。とりわけ、受益の意

思表示の成立が緩やかに認められている現状4）で

は、このような解釈も成り立つ余地はあるだろう。

あるいは、端的に、同項を直接適用し、特許権者

による FRAND宣言（申込み）、標準化技術利用

者による利用の開始という事実行為（承諾）をもっ

て、特許権者と利用者の間で直接に契約が成立す

ると考える余地もなくはない（ただし、あくまで、

受益の意思表示の成立が緩やかに認められている

現状を前提として、その限りで、このような緩や

2) 判決では、準拠法をフランスとして検討を行っているが、以下では、日本法を対象として考察することとする。

3) 田村善之「標準化と特許権 RAND条項による対策の法的課題」知的財産法政策学研究43号87頁以下。さらに、 Mi】（

γMotorola, Inc., 854 F. t当ll］〕p.2《l993 (W.D. Wn討h.2012), MiむrosoftCo】-p.γi¥I《，torola,Inc. 864 F. Supp. 2d 1023(W.D. Wash. 2012）も、

第三者のためにする契約の成立を肯定し、受益者たる標準化技術利用者は、諾約者である特許権者からライセンスを受ける権利を

取得すると述べている。

4) 田村・前掲〈注3> 88頁以下参照。
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かな契約成立を肯定することが許されるという意

味で、「第三者のためにする契約」構成のほうが穏

当だと思われる） 5）。

このように、特許権者による FRAJ'TD宣言と標

準化団体によるその受諾により、標準化技術利用

者を受益者とする第三者のためにする契約が成立

するという理論構成、あるいは、特許権者による

FRAJ,TD宣言と標準化技術利用者による利用の開

始という事実行為により、特許権者と標準化技術

利用者の聞で直接に契約が成立するという理論構

成自体は、大合議判決が明確にこれらを否定する

ものの、十分ありうると考える。というのも、判

旨のポイン卜は、このような理論構成自体の適否

というよりも、標準化技術利用者との聞のライセ

ンス契約の成否、すなわち、直ちに実施権が帰属

するという帰結の適否にあると思われるからであ

る。

換言すれば、問題は、標準化技術利用者が契約

により取得する債権の内容である。 Fl~D 宣言

の性質をみれば、同宣言は、 FRJ山m条件による
ライセンス契約締結に向けて、標準化技術利用者

との聞で交渉に入る準備があることを宣言するも

のであるから、特許権者のこのような宣言と標準

化団体によるその受諾により、第三者のためにす

る契約が成立し、受益者たる標準化技術利用者は、

特許権者に対し誠実交渉請求権を取得すると考え

ることは十分可能である。これにより、特許権者

が誠実に交渉を進めない場合に、相手方は誠実交

渉の履行を直接請求する権原をもつに至る（なお、

反対に、標準化技術利用者側が誠実に交渉を進め

ない場合には、後述するように、特許権者には、

差止請求権や損害賠償請求権行使が認められる）。

しかし、これを超えて、利用者が特許権者に対

し実施権そのものを取得すると考えるのは妥当で

はなかろう。大合議判決は、この事件で扱われた

ETSI （欧州電気通信標準化機構）の IPRポリシー

を前提に、本件FRA.l¥TD宣言やIPRポリシー固有

の事情6）のほか、ライセンス契約としての主たる

契約内容が確定していない状態でのFRA1'1D宣言

をもって、「ライセンス契約」の申込みと認めるこ

とはできないことを指摘している。しかし、本件

IPRポリシーに関する具体的な事情以外に、より

一般的にみても、標準化技術利用者が交渉を拒否

しながら、特許発明の実施を継続するという場合

に、特許権者が差止請求や損害賠償請求を行う可

能性を留保しておく必要がある 7）ことからも、特

許権者・標準化技術利用者間の直接的な「ライセ

ンス契約」、あるいは、第三者のためにする契約に

より、当然に標準化技術利用者に「実施権」が帰

属するという考え方はとるべきではない 8）。ある

いは、特許権者は、契約上、標準化技術利用者に

対し、実施を許諾する義務を負うという考え方も

ありうる。しかし、仮に両当事者が誠実に交渉し

たにもかかわらず、交渉が決裂した場合にも、特

許権者が依然として実施許諾する義務を負担し、

利用者の実施行為に対し、差止め等を請求できな

5) 竹田稔「差止請求権の制限」ジュリ1458号43頁は、「L凶 D宣言の法的効力については、標準化団体と特許権者との聞の債権的契

約と解する見解が有力であるが、特許権者が標準化団体に対して、問団体の指針に従って参加事業者に公正、合理的かっ非差別的な

条件でライセンスを許諾する用意のあることを通告する事実上の行為とみることもでき、債務負担による意思表示として標準化団

体との聞に契約関係が成立しているかについて疑問なしとしない」と述べて、契約と構成する立場に疑問を呈しているが、その根

拠が明示されていない。

6） λ本件FR.,山 D宣言は崎市’不能なライセンスを許諾する用意がある」とするのみで、文言上確定的なライセンスの許諾とはさ

れていないこと、 B.本件Ffu¥l＇－γD宣言をするに際しては、E'l'SIのIPRポリシーに従って互恵条件が選択されており、本件FR心JD

宣言には、規格に関し相互にライセンス供与することを求めるとの条件に従い行われるとの文言が含まれていたにもかかわらず、

本件FRJ山 D宣言をライセンス契約の申込みであると解すると、この互恵条件が満たされないまま、FRJ山 D宣言の対象となった特

許についてのみライセンス契約が成立する事態を招きかねないこと、 C.ETSIにおいても、本件FRAN'D宣言を含めて、そのIPR

ポリシーに基づいてされた FRAND宣言が直ちにライセンス契約の成立を導くものではないことを前提としていること、 D.本件

I戸fu¥l'¥D宣言が契約の申込みであると解することは、 ETSIのIPRポリシーの制定過程で断念された「自動ライセンスJを認めた
のと同ーの結果となり、現在のE'l'SIのIPRポリシーの制定経緯に反すること、である。

7) このようなケースでも、利用者に実施権が認められていれば、特許権者は権利行使することが許されなくなるc

8) 高林龍「標準イじ必須特許権侵害による損害賠償請求と権利の濫用」知財管理63巻12号1905頁～1907頁も参照。
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くなるという結論を導くのであれば、それは妥当

ではなかろう。特許権者としては、当該1-i'RAND

条項をもっパテントポリシーを受諾して、標準化

に参加するか否かというこつの選択肢しかない以

上、標準化技術利用者に対して直接に実施権を発

生させる、あるいは、実施許諾義務を負担すると

いう理論構成は、必須技術の特許権者に対して、

標準化参加に対するディスインセンティヴとなり

かねない。契約構成そのものは採用の余地がある

ものの、標準化技術利用者が、契約上の権利とし

て、実施権それ自体を取得するという考え方は、

その結論として疑問が残り、利用者が取得するの

は、誠実交渉請求権にとどまると考えるべきであ

ろう（契約上、特許権者に誠実交渉義務が課され

る）。

(4）誠実交渉義務

これに対し、原判決の東京地判平25・2• 28判

時2186号150頁（本誌60号141頁参照）（以下、単

に、「原判決」と呼ぶことがある）も、大合議判決

も、特許権者に誠実交渉義務を課す。しかし、原

判決は、「我が国の民法には、契約締結準備段階に

おける当事者の義務について明示した規定はない

が、契約交渉に入った者同士の間では、一定の場

合には、重要な情報を相手方に提供し、誠実に交

渉を行うべき信義則上の義務を負うものと解する

のが相当である」。「サムスンが本件特許権につい

てFR.AND条件によるライセンスを希望する具体

的な申出を受けた場合には、サムスンとその申出

をした者との間で、 FR.Ai'¥JD条件でのライセンス

契約に係る契約締結準備段階に入ったものという

べきであるから、両者は、上記ライセンス契約の

締結に向けて、重要な情報を相手方に提供し、誠

実に交渉を行うべき信義則上の義務を負うものと

解するのが相当である」と述べ、特許権者の誠実

交渉義務自体は、契約準備段階に入った当事者が

一般的に信義則上負担する義務と構成している。

この点については、大合議判決も同様であり、損

害賠償請求に関しては、特許権者側の権利濫用の

成否を決するのに、誠実交渉義務違反の有無を判

断すべき場面があると論じたうえで、「サムスン

が本件FRAND宣言をしていることに照らせば、

サムスンは、少なくとも我が国民法上の信義則に

基づき、アップルとの間でFfu¥J"¥TD条件でのライ

センス契約の締結に向けた交渉を誠実に行うべき

義務を負担すると解される」と述べて、この義務

を信義則上の義務に位置づけている。

しかし、契約交渉に入ったという一事をもって、

常に特許権者に対するさまざまな義務が帰結され

るというのでは、安易に契約当事者に重大な義務

（特に、原判決が求めたような情報開示義務まで）

が課されることになり、妥当ではなかろう。原判

決や大合議判決の趣旨が、 Ffuu"¥TD宣言がなされ

ていないケースを含め、一般的に、およそライセ

ンス契約の締結交渉過程に入れば、信義則上、こ

のような重大な義務が課されるということであれ

ば、賛成することはできない。もっとも、原判決

自身も、「重要な情報を相手方に提供し、誠実に交

渉を行うべき信義則上の義務を負う」のは、「一定

の場合」に限られ、 FRA1'1D宣言が行われた場合が

これにあたると考えているようではある。大合議

判決も、「サムスンが本件FRAl'TD宣言をしてい

ることに照らせば、」と前置きし、信義則上の義務

の発生には、 FRA1'1D宣言が行われたことを前提

とするかのような判示がなされている。高度な誠

実交渉義務の発生を、 FR記、.Tl)宣言が行われた一

定のケースに限定するという趣旨自体には首肯し

うる。しかし、 FR1¥JVD宣言を行ったことを、誠

実交渉義務を導く直接の根拠とするのであれば、

わざわざ信義則を持ち出す必要はない 9）。また、

ライセンス契約というビジネス上の契約において、

過度に信義則に依存し、法律関係を不安定にさせ

ることにも、鷹E著を覚えざるを得なし、。端的に、

9) さらに、原判決は、「契約交渉に入った者同士の間では、一定の場合には」、信義則上の誠実交渉義務が発生すると論じているこ

とから、 FRA.?¥D宣言が行われたという事情以外の何らかの事情があった場合にも、「一定の場合」として、当事者は義務を課され

ることにもなりうる。しかし、それがいかなる場合なのかは、判決が信義則上の義務が導かれる直接の理論的恨拠を明らかにして

いないことから、定かではなし、。
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「取り消し不能なライセンスを公正、合理的かっ

非差別的な条件で許諾する用意がある」旨の

FRA.1"¥JD宣言とその受諾により、特許権者と標準

化団体の聞の第三者のためにする契約が成立した

と構成し、「契約上の義務」として、特許権者は、

標準化技術を利用しようとする者に対し、ライセ

ンス契約を締結することを前提としつつ、その条

件について誠実に交渉する義務を負担すると考え

れば足りるのである。

3 差止請求権行使に対する権利濫用の

成否

(1）緒論

次に、 FRA1'1D宣言をした必須特許の特許権者

が、標準技術の利用者に対し、差止めを請求した

場合、当該請求は認められるべきかという問題を

検討する。

特許権は排他権である以上、権利者による差止

請求権行使が過度に制約されることがあってはな

らない10）。しかし、標準規格必須特許については、

無制限・子冬意的な権利行使が許されてしまうと、

多大な問題が生じうる。 lでも述べたように、

FRA.ND宣言を信頼して関係特殊的投資をすでに

行っている事業者は、標準化技術を利用しない限

り、投下した費用を回収することができなくなり、

多大な損害を被る。このことは、社会的に極めて

有用・有益な標準化技術に対する投資に過度の萎

縮効果をもたらすことになり、ひいては、標準化

を通して有用・有益な技術が社会に広く普及する

可能性までが失われかねず、まさに社会的便益・

公益が害される事態も生じうる。あるいは、すで

に普及したもしくは普及しつつある技術・製品に

対する継続的な供給・利用が制限されることによ

アップル対サムスン知財高裁大合議事件を素材として一一

る社会的便益・公益の喪失という事態も生じかね

tJし＼11)。

以上のことから、必須特許に係る特許権に基づ

く差止請求については、一定の場合にこれを制約

する必要がある。

(2）大合議決定の立場

そこで、知的財産高等裁判所は、 FRA.i'-TD宣言

を行った特許権者が、 I<'RJ-u,1D条件によるライセ

ンスを受ける意思を有する者に対して行う差止請

求権行使を、誠実交渉義務違反の有無にかかわら

ず、一律・定型的に権利濫用とする。自ら標準化

団体に参加し FR.AND宣言をした特許権者が権利

行使を行ったという場面では、特許権者自ら、自

身の特許発明について広く第三者にライセンスし、

実施してもらうことを選択した以上は、特許権者

による特許発明の独占を保護する必要性は後退す

る。自ら第三者が実施することを甘受した以上、

実施行為に対する差止めが否定されることによっ

て、特許権者が被る不利益は、標準化技術利用者

の利益、標準化技術の普及という社会的便益・公

益に比べ、相対的に小さいと評価できるわけであ

る。

他方、標準化技術利用者側が、誠実にライセン

ス交渉をしない、あるいは一方的にFRA.i"¥JD実施

料の支払いを拒むなど、リノfース・ホールドアッ

プ（ホールドアウト）が生じた場合には、差止請

求権行使は認められなければならなし、。大合議判

決は、相手方が、 FRAl可D条件によるライセンス

交渉を受ける意思を有していないような場合には、

かかる者に対する差止めは許されるという形で、

この理を明らかにしている。

以上のように、大合議決定は、東京地決平25・

2・28（平成23年（ヨ）第22027号・第22098号）〈裁

10) これに対して、差止制限は、特許権の内在的な制約であり、特許権自体を、完全な独占権・排他権ではなく、もともと差止めが
否定されうるということを内包した、そのような限界を最初から備えた不完全な独占権・排他権にすぎないと理解する見解として、
平嶋竜太「差止請求権の制限：理論的可能性についての考察」日本工業所有権法学会年報33号53頁以下、同「特許権に基っく差止
請求権における『内在的限界』」別冊ノぞテント10号l頁以下などがある。この見解に対する反論として、愛知靖之「民法学における
差止請求権理論と知的財産法における差止請求権」別冊バテント10号21頁以下参照（特許権は排他権であり、あくまで権利濫用な
ど外在的な法理による例外的な差止制限だけが認められるとする）。

11) 平嶋竜太「標準技術に必須な特許権の行使における差止請求権の制限可能性一理論的帰結と実務的課題への対応可能性」知財
研フォーラム90号27頁。
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アップル対サムスン知財高裁大合議事件を素材として一一

判所HP)（以下、単に、「原決定」と呼ぶことが

ある）の立場、すなわち、差止請求権と損害賠償

請求権の聞で権利濫用判断に差異を設けず、いず

れも、 FRAl~D 宣言により特許権者に誠実交渉義

務（信義則上の義務）が発生すると理解したうえ

で、その義務違反を理由に権利濫用を導く立場と

異なり、（ライセンスを受ける意思を有する者に

対する）差止請求権行使については、端的に、

FR必m宣言を行ったことのみをもって、そのま
ま定型的に権利濫用が帰結されると説く点に特徴

がある。たとえ、特許権者が誠実に交渉していた

としても、差止請求権行使は否定されるわけであ

る。

(3）原決定の立場

大合議決定と異なり、原決定は、特許権者の信

義則上の誠実交渉義務違反を媒介にして差止請求

権行使を否定する。少なくとも、自ら標準化団体

に参加し FRAND宣言をした特許権者は、自身の

特許発明について、広く第三者にライセンスする

旨の意思表示をいったん行い、ライセンス条件に

ついて誠実に交渉する（信義則上の）義務を負っ

たにもかからず、この義務を履行することなく、

差止請求権を行使することは、権利濫用に該当す

ると説くわけである（誠実に交渉し、実施許諾す

る旨の自らの前言を翻すものにほかならず、禁反

言の原則に基づく権利行使の否定という理論構成

もあり得る12））。これに対し、特許権者側が誠実

交渉義務を履行している一方、相手方（標準化技

術利用者）が、リパース・ホールドアップを生じ

させた場合には、もちろん、差止請求権行使は許

容されることになる。

(4) 両決定の相違点

大合議決定と原決定では、権利濫用判断に対す

る予測可能性・法的安定性に大きな違いが生じ

る13）ほか、具体的な結論についても、以下の点で

差異が生じうる。仮に両当事者がFR.AND条件に

ついて誠実に交渉したにもかかわらず、交渉が決

裂した場合に、標準化技術利用者が必須特許の実

施を行うことができるのか（実施をそのまま継続

することができるか）という点である。大合議決

定の立場を形式的にあてはめると、①特許権者が

FRAND宣言をしたこと、②標準化技術利用者が

FR必JD条件によるライセンスを受ける意思を有

する者であることの双方を充足する以上、特許権

者による差止めは否定されそうである。これに対

して、特許権者の誠実交渉義務違反を理由とする

権利濫用と構成する原決定の立場からは、特許権

者は誠実に交渉を進めた以上、当該義務違反は認

められず、上記のケースでは、差止めが肯定され

ることになろう。

ただし、知的財産高等裁判所の判断の下では、

次にみるように、このようなケースでも、ライセ

ンス料相当額の損害賠償請求権を行使することは

可能であり、いわば痛み分けの状態になる。知的

財産高等裁判所は、後述のように、両当事者が誠

実に交渉している限り、「標準化技術利用者は、ラ

イセンス料相当額を支払う代わりに、特許発明を

実施継続できる」という（バランスのとれた）状

況が生み出されることを積極的に評価しているの

かもしれない。ただし、両者が誠実に交渉したに

もかかわらず、交渉自体が決裂したとし寸、ここ

で問題としているケースでは、たとえ裁判所がラ

イセンス料相当額を確定したとしても、その後、

当該額でのライセンス料の支払いが契約で決定さ

れるという保証はない。それゆえ、特許権者とし

ては、相手方の実施のたびに、損害賠償請求訴訟

を提起する必要に迫られることにはなるだろう。

ライセンス料相当額の支払いを認める判決が出て

も、あくまで過去の実施行為に対する対価の支払

義務が肯定されたにすぎず、この判決をもってし

12) Robert P. Me，宮es,Jeffrey’M. Kuhn, "An Estoppel Doむtrim• for Pat叩 te<lSt叩 chmlよ CalifomiaLaw Re,1刊・Vol.97 No.I pp.1.特

定当事者間の個別の行為・関係・事情を基礎として成立した具体的・個別的な信頼のみを保護する本来の禁反言を、標準化の重要

性に鑑み、当事者間の関係や具体的信頼という要素が希薄な場面（特許権者による F品目D宣言時には登場していなかった標準化

技術利用者との関係）にも、拡張的に適用すべきであると論じている。

13〕 鈴木将文「判批」本誌65号60頁。
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ても、将来の実施行為について、この額を基礎と

したライセンス契約締結に至るとは限らないので

ある14)15）。

4 損害賠償請求権行使に対する権利濫

用の成否

( 1）大合議判決の立場

大合議判決は、原則として、「FRAND条件での

ライセンス料相当額」を超える額の支払いを請求

する権利のみが権利濫用にあたると判断した。し

かし、判旨によれば、相手方がFR.i日JD条件によ

るライセンスを受ける意思を有しない等の「特段

の事情」がある場合には、（差止請求が肯定される

とともに、）「FR記、ID条件でのライセンス料相当

額」を超える額の支払いが肯定される。他方、

「FRA.l"¥fD条件でのライセンス料相当額」の支払請

求も、特許権者側に著しく不公正と認められる

「特段の事情」があることを、相手方が主張立証し

た場合には、権利濫用としてかかる請求すらも権

利濫用として否定され、賠償額がOになることも

肯定する。

大合議判決の立場は、権利者による一つの損害

賠償請求権の行使について、一定の請求額に係る

請求権行使は、正当な権利行使と評価し、それを

上回る請求分の権利行使のみを権利濫用と評価す

るものであり、理論構成として若干の据わりの悪

さを感じるものの16）、差止請求権行使が権利濫用

として否定される特許権者といえども、ライセン

ス料相当額の損害賠償請求権自体は保障されるべ

一一アップル対サムスン知財高裁大合議事件を素材として一一

きであるという基本的な結論自体は妥当であり、

受け入れやすいものである。

以上のように、大合議判決は、「ライセンス料相

当額」での損害賠償請求を原則としながらも、「ラ

イセンス料相当額を超える額」の請求が可能とな

る「特段の事情」（特許権者に証明責任）と、いっ

さいの損害賠償請求が否定される（損害賠償請求

権行使自体が権利濫用となる）「特段の事情JC標

準化技術利用者に証明責任）を認めている。

大合議判決の立場をもとに、当事者聞の立証プ

ロセスを整理する17）。

特許権者の損害賠償請求に対して、相手方（標

準化技術利用者）は、

①特許権者がFRA1'叩宣言をしたという事実

の立証 ＋ 特許権者の損害賠償請求が不公

正である旨の「特段の事情」の立証の双方に

成功すれば、損害額は Oとなる（特許権者に

よるいっさいの損害賠償請求権行使が権利濫

用）。【抗弁①】

②特許権者がFR.i'¥..ND宣言をしたという事実

の立証のみに成功した場合、損害額は、

FRAND条件でのライセンス料相当額のみと

なる。【抗弁②】

③特許権者がFRAJ'-1D宣言をしたという事実

の立証にも失敗した場合、損害額は、

FRAND条件でのライセンス料相当額を超え

る額となる18）。

【抗弁②】に対して、特許権者は、

④相手方が I•'R』'JD 条件によるライセンスを

14) このような問題に対処しうる方策としての「将来の侵害行為に対する損害賠償」の可能性について、鈴木将文「特許権侵害に対
する民事救済措置に関する覚書ー差止措置制限の可能性を巡ってー」別冊ノマテント10号43頁以下参照。
15) さらに、原判決と大合議判決で、結論が異なりうるもう一つのケースがある。両当事者が誠実に交渉していたという本文のケー
スとは逆に、両当事者がともに誠実交渉していなかったというケースである。この場合の帰結の差については、後掲〈注19）を参
fl1l。
16) 主文は「損害賠償請求権が、 CO円を超えて存在しないことを確認する」とされ、一部認容判決が下されている。債務不存在確
認訴訟において、このような主文（や請求）自体は、まま見受けられるところである。
17) なお、前田健「半IJ批」法学教室407号55頁は、相手方が標準規格の実施として侵害をしているのであれば、いずれにせよ逸失利益
としてライセンス料相当額以上の損害は認定できないと考えられるため、わざわざFR.ANDライセンス料を超える損害賠償請求を
権利濫用と構成せずとも、損害額の算定を通して、ライセンス料相当額のみの請求に抑えることができるはずであると論じる。
18) FRJ凶 D宣言がなされたことが立証されなかった以上、たとえ、損害額が特許法102条3項のライセンス料相当額と算定されたと
しでも、これはもはや「F'Rl'山 D条件でのライセンス料相当額」ではなく、通常のライセンス料相当額と同じように「侵害プレミ
アムともいうべき割増し」（旧村善之「FR心＇D宣言をなした特許権に基づく権利行使と権利濫用の成否（5・完）ーアップルジャ
パン対三星電子事件知財高裁大合議判決ー」 NBL1033号50頁）が認められうる。
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一一アップル対サムスン知財高裁大合議事件を素材として一一

受ける意思を有しない等の「特段の事情」が

存することの立証に成功すれば、損害額は、

FRAl"¥JD条件でのライセンス料相当額を超え

る額となる。【抗弁②に対する再抗弁】19)

⑤④の立証に失敗した場合には、 FRA.ND条

件でのライセンス料相当額がそのまま損害額

と認定される。

もちろん、当事者の主張立証によっては異なる

プロセスもありうるが、さしあたり、一つの例と

して、以上のようにまとめることができょう。

なお、損害賠償請求の場面では、「標準化技術利

用者が、 FRAND条件によるライセンスを受ける

意思を有する者でないこと」（消極的事実）の主張

立証責任は、特許権者側に課されているが、差止

請求権の場面では、「FRAt,TD条件によるライセン

スを受ける意思を有する者であること」（積極的事

実）の主張立証責任は、標準化技術利用者側に課

されている。このような一見矛盾する証明責任の

分配に関しては、「差止請求権においては、

FR心、JD条件でのライセンスを受ける意思を有す

ることを差止請求権を争う側（被疑侵害者側）に

おいて立証する必要がある。差止請求権を過度に

制限する場合には、かえってライセンス交渉にお

ける任意の交渉によるライセンス契約の成立への

意欲を減退させるおそれがある。このように考え

ると、差止請求権においては立証責任を差止請求

権を争う側に課すことも、正当化されよう」20）と

の指摘がなされている。

さらに、④の「特段の事情」については、相手

方が、特許の有効性や技術的範囲の属否を争い、

これらを理由にライセンス交渉に入っていない場

合、「ライセンスを受ける意思を有しない」と判断

すべきなのかが問題となる。特許の有効性や技術

的範囲の確定は、必須特許とされた発明が真に必

須特許としての価値を有するのかを確認する重要

なプロセスと位置づけることもできるのであって、

このような方策を抑圧すべきではない21)。特許の

有効性や技術的範囲の属否を争っているという一

事をもって、④の「特段の事情」を肯定すべきで

はない。

(2) 原判決・大合議判決がもっ当事者間の交

渉促進機能

以上のような大合議判決の枠組みと異なり、原

判決は、結論としても、損害賠償請求権行使全体

を権利濫用としいっさいの損害賠償を認めなかっ

た22）。原判決と大合議判決の結論の分かれ目は、

その理論構成の違いもさることながら、特許権者

たるサムスンの誠実交渉義務違反の有無に関する

認定の差異にある。大合議判決も、特許権者に義

務違反が認められれば、（1)①のケースに該当し、

損害賠償請求は権利濫用としてすべて否定される

のである23）。ただし、義務違反（損害賠償請求権

の濫用）を肯定するためのハードルは、原判決よ

りも上がっている。その根拠はいうまでもなく、

FRAl"¥JD宣言をした特許権者は、差止めは否定さ

れるとしても、標準化技術利用者が現に特許発明

19) なお、念のために付言すると、④の再抗弁はあくまで、「ライセンス料相当額」の支払L、自体は認められることを前提に、さらに

賠償額を上乗せするために主張されるものである。あくまで、抗弁②のみに対する再抗弁と考えるべきである。さもないと、①の

「特段の事情」と④の「特段の事情Jは、両立しうると考えられるところ、相手方の抗弁①に対して、④の再抗弁を提出することが
できてしまい、①が意味をなさなくなるからである。

これに対して、①は、特許権者による損害賠償請求自体を権利濫用とするものであるから、⑤のみならず④に対しても、主張で

きる。①の特段の事情が肯定されれば、ライセンス料相当額の賠償すら認められない以上、ライセンス料相当額を超える賠償が認

められる余地は存在し得なし、。したがって、先に特許権者が④の立証に成功した場合でも、相手方は、①を立証して、損害賠償を

免れることができる（ただし、④の「相手方が！＜＇ RAND条件によるライセンスを受ける意思を有しなしリことが立証された以上、

大合議決定に基づけば、特許権者による差止めは受けることになる。痛み分けの状態になるわけである。なお、原判決の立場では、

①が立証された以上、特許権者による差止請求も損害賠償請求もいずれも権利濫用とせざるを得なくなる）。

20) 「知財高裁詳報（大合議判決）」本誌64号86頁～87頁。
21) 田村・前掲〈注18)40頁。

22) この原判決の立場に対するま郎、批判として、鈴木将文「標準規格必須特許権の行使と権利濫用 東京地判平成25・2・28」ジュ
リ1458号21頁以下参照。

23) 差止請求権も定型的に否定され、その結果、原決定と同様の帰結になることはいうまでもない。
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を実施している以上、可能な限り、 FR必m条件
でのライセンス料相当額の賠償は保障されるべき

だとの配慮に基づくものである24）。また、原判決

は、特許権者たるサムスンが他社とのライセンス

契約に関する情報を提供しなかったことを、誠実

交渉義務違反の一つの根拠にあげていたところ、

大合議判決は、これを否定している。この種の情

報については、他社との間で秘密保持契約が締結

されていると考えられるため、その開示を求める

原判決に対して疑問を呈するものもあったとこ

ろ25）、大合議判決も、このことに配慮しており、

適切な判断であるお）。

以上のような重要かっ大きな差異はあるものの、

特許権者に誠実交渉義務違反があった場合に損害

賠償請求はすべて否定され、標準化技術利用者に

よる過去の実施行為に対するライセンス料相当額

の支払いさえ認められないという立場は、大合議

判決でも維持された。この考え方は、以下のよう

な見地から正当化できる。

仮に、原判決の認定どおり、特許権者に誠実交

渉義務違反が認められる場合には、大合議判決の

枠組みでも、損害賠償請求権行使が権利濫用とさ

れる（（1ゅのケース）。もちろん、この損害賠償を

権利濫用として否定する判決は、特許権者が誠実

交渉義務に違反しているという口頭弁論終結時の

事実・法律関係を前提に下される判決である。仮

に損害賠償請求権すべてを権利濫用とする判決が

確定した場合、その確定後、特許権者が誠実に交

渉を開始し、もって誠実交渉義務が履行されたと

いう事実が認められれば、これは既判力の基準時

以降に発生した新事由として、もはや損害賠償不

存在確認判決の既判力は及ばず、特許権者は損害

24) 前掲〈注20)86頁も参照。

25) 小泉直樹「判批」ジュリ1455号7頁、鈴木・前掲〈注22)21頁。

賠償請求を行うことが許される。仮に、標準化技

術利用者側が、特許権者の差止請求権・損害賠償

請求権を権利濫用とする判決・決定を奇貨として、

交渉を否定するような態度をとりながら、実施を

継続するような事態が生じたときには、大合議判

決の枠組みでも、標準化技術利用者を「ライセン

スを受ける意思を有しない」者として、特許権者

は、差止請求のみならず、ライセンス料相当額を

超える損害賠償請求を行うことも可能となる（(1)

④のケース）27）。特許権者側が誠実に交渉を行い、

ライセンス契約締結に向けた真撃な努力を行いさ

えすれば、自らの損害賠償請求権行使が大きな制

約を受けるという事態を免れることができるので

ある。他方、標準化技術利用者としても、これま

でと同様、真塾に交渉を継続しなければならな

い28）。こうして、利用者と、いったんは誠実交渉

義務を履行しなかった特許権者の当事者双方に対

し、誠実に交渉することが促されるわけである。

そして、両者が真撃に交渉した結果、ライセンス

契約締結に至れば、利用者による将来の実施行為

に対しては、特許権者はライセンス料相当額を取

得できる。他方、過去の実施分に関しては、交渉

により、さかのぼってライセンス料相当額の支払

いを受ける旨の取り決めをすることは可能である

が、誠実に交渉をしない状態でなされた損害賠償

請求に対して、いったん損害賠償請求不存在確認

判決が出ている以上、特許権者は当然にはこれを

取得することはできないと思われる29）。これも、

特許権者が誠実交渉義務違反を行ったがゆえの帰

結であり、甘受せざるを得ないであろう。

以上のように、大合議判決は、特許権者が真塾

に交渉に応じない場合には、差止請求に加えて損

26) さらに、大合議判決は、アソプノレ以外の他者とサムスンとのライセンス契約は、アップル・サムスン閣のライセンス契約とは前提

を異にする以上、契約条件を定める際の参考にはならないとも述べている。

27) なお、この特段の事情は、「ライセンスを受ける意思を有しない等」とされており、「ライセンス契約を受ける意思を有しなL、」

こと以外の事情が含まれることが示唆されている（前掲〈注20)85頁）が、本文のような交渉促進機能を重視する立場からは、基

本的には、標準化技術利用者側の交渉態度を軸に「特段の事情」の有無が判断されるべきであろう。

28) 中山一郎「半lj批」平成25年度重判解277頁も参照。

29) ただし、過去分にさかのぼって請求可能とする見解もある（高林・前掲〈注8)1903頁、前掲〈注20)89頁、前田・前掲〈注17)

52頁）。
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一一アップル対サムスン知財高裁大合議事件を素材として

害賠償請求すべてを権利濫用とする一方、標準化

技術利用者が真撃に交渉に応じない場合には、差

止めとともにライセンス料相当額を超える損害賠

償の支払いまで認めるという枠組みを採用したわ

けであるが、これは、誠実交渉義務に違反してい

る当事者にサンクションを課すことにより、交渉

を促進させるという意味合いをもっていると評価

することができょう。このように原判決・大合議

判決の立場は、交渉促進機能という見地から正当

化することができょう。これは、ペナルティ・デ

フォルトという考え方につながる30）。あえて当事

者が望まないようなルールをデフォルト・ルール

として設定することにより、当事者聞の契約交渉

を促進し、問題解決を図るという考え方である。

デフォル卜・ルールをサンクションとして機能さ

せることにより、当事者の交渉による自生的な解

決を促すわけである。

5 損害額

最後に、大合議判決が行った「F孔仏TD条件によ

るライセンス料相当額」の算定をみておく。

製品の売上高合計×規格に準拠していることが貢

献した部分の割合×本件特許が貢献した部分の割

合（累積的実施料率の上限 5%×1／標準規格必

須特許数）

大合議判決が示したこの算定方式は、特許権が

標準に採用されたことにより特許権者にもたらさ

れた追加的な価値を上乗せすることなく、製品全

体に対する標準化必須特許の技術的寄与度・貢献

度のみを評価した点、ロイヤリティ・スタッキン

グを回避する点、（本件では、結果的に他の必須特

許との差異は否定され、個数割りとなったが）特

許発明の標準化規格に対する貢献度を一応考慮し

30) Dou車・l《

許制度のnrnc¥dli昭 thl'Oll宮h(2）」知的財産法政策学研究36号164頁。

た点で妥当な判断であろう31)。ただし、実際に各

特許の価値や貢献度を正確に評価することは、一

定の証拠が提出されてもなお困難であり、現実に

は個数割りの採用が多くなることが予想される32）。

なお、累積ロイヤリティの上限を 5%にすると

いう点について、本標準規格参加者にこれを支持

する見解が多く存在したこと、何より本件で当事

者聞に争いがなかったことから、容易に算定式に

あてはめることが可能であった。標準規格参加者

間で、 FRAND条件を充足するライセンス料算定

方式に関する一定の共通認識を形成しておくこと

が重要となるであろう。

31) 標準規格必須特許のロイヤリティ算定に関しては、加藤恒「標準規格形成における特許権の行使」ジュリ1458号23頁以下、岡田

誠「標準必須特許の権利行使をめくる米国の状況一丸山マD条件によるロイヤノレティ料率及ひず範囲に関する裁判例を中心にー」ジュ

リ1458号29頁以下を参照。

32) 鈴木・前掲〈注13)64頁。
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